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 ３ 新居浜市空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則  

 

新居浜市空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則 

（平成２９年９月２９日 新居浜市規則第３５号） 

（様式省略） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。

以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、法において使用する用語の例による。 

（立入調査） 

第３条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査通知書（第１号様式）により行う

ものとする。 

２ 法第９条第４項の身分を示す証明書は、立入調査員証（第２号様式）とする。 

（助言又は指導） 

第４条 法第１４条第１項の助言は、原則として口頭により行うものとする。 

２ 法第１４条第１項の指導は、指導書（第３号様式）により行うものとする。 

（勧告） 

第５条 法第１４条第２項の規定による勧告は、勧告書（第４号様式）により行うものと

する。 

（命令） 

第６条 法第１４条第３項の規定による命令は、命令書（第５号様式）により行うものと

する。 

（命令に係る事前の通知等） 

第７条 法第１４条第４項の通知書は、命令に係る事前の通知書（第６号様式）とする。 

２ 前項の通知書の交付を受けた者は、代理人を選任したときは、その資格を証明する書

類を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の代理人がその資格を失ったときは、当該代理人を選任した者は、書面でその旨

を市長に届け出なければならない。 

（命令に係る意見書） 

第８条 法第１４条第４項の意見書は、命令に係る意見書（第７号様式）とする。 

（意見の聴取の請求等） 

第９条 法第１４条第５項の規定による請求は、意見の聴取請求書（第８号様式）により

行わなければならない。 

２ 法第１４条第５項の規定による請求をした者（以下「聴取請求者」という。）は、同項

の規定による公開による意見の聴取（以下「意見の聴取」という。）において代理人を選

任したときは、その資格を証明する書類を市長に提出しなければならない。 

３ 前項の代理人がその資格を失ったときは、当該代理人を選任した者は、書面でその旨

を市長に届け出なければならない。 
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（意見の聴取の通知） 

第１０条 法第１４条第７項の規定による通知は、意見の聴取実施通知書（第９号様式）

により行うものとする。 

（意見の聴取に出頭できない旨の届出） 

第１１条 聴取請求者又はその代理人が、やむを得ない理由により意見の聴取に出頭でき

ないときは、意見の聴取の期日の前日までに、書面によりその旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

（意見の聴取の延期） 

第１２条 市長は、前条の規定による届出の理由が正当であると認めるとき又は災害その

他やむを得ない理由により意見の聴取の期日にこれを行うことができないときは、意見

の聴取を延期することができる。 

２ 市長は、前項の規定により意見の聴取を延期したときは、その期日、延期した理由そ

の他必要な事項を聴取請求者又はその代理人に通知するとともに、これを公告するもの

とする。 

（意見の聴取の主宰） 

第１３条 意見の聴取は、市長又は市長の指名する者（以下「議長」という。）が主宰する。 

（関係職員等の出席） 

第１４条 議長は、必要があると認めるときは、関係行政機関の職員その他適当と認める

者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（意見の聴取の方法） 

第１５条 意見の聴取は、口述審問により行う。 

（発言） 

第１６条 意見の聴取において発言しようとする者は、議長の許可を受けなければならな

い。 

（秩序維持） 

第１７条 議長は、意見の聴取の秩序を維持するため、意見の聴取を妨害し、又はその秩

序を乱す者に対し退場を命ずる等適当な措置をとることができる。 

（意見の聴取の終結） 

第１８条 聴取請求者又はその代理人が、議長の質問に対して答弁せず、又は議長の許可

なく退場したときは、意見の聴取を終結することができる。 

（意見の聴取の請求の取消し） 

第１９条 議長は、聴取請求者又はその代理人が第１１条の規定による届出をせず、又は

正当な理由なく意見の聴取の期日に出頭しないときは、法第１４条第５項の規定による

請求を取り消したものとみなす。 

（代執行） 

第２０条 法第１４条第９項の規定により市長が自ら義務者のなすべき行為をし、又は第

三者をしてこれをさせる場合（以下「代執行を行う場合」という。）における行政代執行

法（昭和２３年法律第４３号）第３条第１項の規定による戒告は、戒告書（第１０号様

式）により行うものとする。 

２ 代執行を行う場合の行政代執行法第３条第２項の規定による通知は、代執行令書（第
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１１号様式）により行うものとする。 

３ 代執行を行う場合の行政代執行法第４条の証票は、執行責任者証（第１２号様式）と

する。 

４ 代執行を行う場合の行政代執行法第５条の規定による納付の命令は、代執行費用納付

命令書（第１３号様式）により行うものとする。 

（公示） 

第２１条 法第１４条第１１項及び空家等対策の推進に関する特別措置法施行規則（平成

２７年総務省・国土交通省令第１号）の規定に基づく公示は、次に掲げる方法により行

うものとする。 

（１）標識（第１４号様式）の設置 

（２）新居浜市公告式条例（昭和２５年条例第１２号）第２条第２項に規定する掲示場へ

の掲示 

（３）インターネットを利用して閲覧に供する方法 

（その他） 

第２２条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


